
⽼後へのそなえ iDeCo（イデコ）

〜メリットたくさん！「お得」な制度を上⼿に活⽤〜

大和証券株式会社
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老後に必要なお金1
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長寿化の状況

日本人の平均寿命の推移

男性

⼥性

男性

⼥性

平均余命年齢

55歳

60歳

28.02

33.53

23.67

28.91

日本人の平均余命

厚⽣労働省「平成28年簡易⽣命表の概況」より作成

（年）

1

（歳）
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老後の生活費の不足金額は？1

60歳〜64歳 65歳〜80歳

公的年⾦の
支給はゼロ

約22.1万円
厚⽣労働省モデル

（2018年）

不⾜額

約4.8万円

不⾜額

約4.8万円
不⾜額

約26.9万円 公的年⾦

0円

月額

約26.9万円
月額

約26.9万円
総務省 家計調査年報

（2016年）

26.9万円×12ヶ月×5年＝1,614万円 4.8万円×12ヶ月×15年＝864万円

夫婦二人の
⽼後の⽣活費
夫婦二人の
⽼後の⽣活費

公的年⾦

約2,500万円 不⾜

 ⽼後に必要な夫婦2人（夫が会社員、妻は専業主婦を想定）の⽣活資⾦と⽼後の不⾜額を
試算しました
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iDeCoのしくみ2
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自分ですることは、
① 積み⽴てる（掛⾦の拠出）
② 運用する（資産運用）
③ 受け取る（給付⾦の裁定請求）

の３つです

加入 60歳以降

年⾦資産(注)

1. 積み⽴てる
3. 受け取る

障害・死亡

離転職 掛⾦

運用益

2. 運用する

掛⾦

（5,000円以上1,000円単位）

（注）受取時に損失が発⽣している場合、受取額が積⽴額より少なくなる場合があります

iDeCoで行うこと2
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積み立てる金額は？～掛金の拠出限度額と加入対象者～2

＊2 確定給付型年⾦は、厚⽣年⾦基⾦、確定給付企業年⾦などを指します
＊1 企業型DCの加入者は、企業型DC規約にiDeCoとの併用が認められている場合に限り、iDeCoへの加入が可能となります

国⺠年⾦（基礎年⾦）

厚⽣年⾦保険

企業型DC
※1 確定給付型

年⾦※2

確定給付型
年⾦※2

年⾦払い
退職給付

企業型DC
※1

拠出限度額
年額

27.6万円
月額

2.3万円

拠出限度額
年額
24万円
月額
2万円

拠出限度額
年額81.6万円
（月額6.8万円）

国⺠年⾦基⾦・
付加保険料との合算枠

拠出限度額
年額14.4万円
（月額1.2万円）

2017年1月より新しく加入対象に！2017年1月より新しく加入対象に！

拠出限度額
年額27.6万円
（月額2.3万円）

国⺠年⾦基⾦
※iDeCoとの重複加入可

会社員等
第2号被保険者

自営業者等
第1号被保険者

公務員
第2号被保険者

専業主婦(夫)
第3号被保険者
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掛金の年単位化について2
 確定拠出年⾦法の改正に伴い、2018年1月分の掛⾦よりその限度額を年単位で管理すると

いうルールに変わりました。
 年間の限度額に変更はありませんが、“毎月決まった⾦額を積み⽴てる”⽅法のほか、

たとえば、“ボーナス月に少し多めに積み⽴てる”ことも可能となりました。

毎月コツコツ
⼀定⾦額を

積み⽴てたい！

毎月の積⽴は続けながら、
ボーナス月は少し多めに

積み⽴てたい！

毎月1万円ずつ
積み⽴てよう！

毎月1万円ずつ積み⽴てて、
ボーナス月は2万円ずつ

積み⽴てよう！
ボーナス月の

増額積み⽴てはNG！

〜2017年分掛⾦ 2018年分掛⾦〜主な積⽴ニーズ

年単位化により可能に！（※）

※別途、『加入者月額掛⾦額登録・変更届』を提出することが必要です。
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iDeCoのメリット3
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掛⾦全額所得控除
 iDeCoの掛⾦は、⼩規模企業共済等掛⾦控除として全額が所得控除（※）されます

所得控除による年間の税制メリット イメージ

課税所得⾦額 税率
（所得税・住⺠税）

月額掛⾦
自営業 会社員 公務員

68,000円 23,000円 12,000円
税制メリット額（年額、千円未満切り捨て）

195万円以下 15.105％ 12.3万円 4.1万円 2.1万円

195万円超〜330万円
以下 20.210％ 16.4万円 5.5万円 2.9万円

330万円超〜695万円
以下 30.420％ 24.8万円 8.3万円 4.3万円

695万円超〜900万円
以下 33.483％ 27.3万円 9.2万円 4.8万円

【課税所得300万円の⽅がiDeCoに加入し、毎月定額払いにて上限額まで拠出した場合】

注：概算値のため、実際の⾦額とは異なりますので⼗分にご注意ください。
（※）掛⾦が全額所得控除されるのは所得のある⽅が対象。専業主婦(夫)や育児・介護休暇などを取得していて年間を通じて

所得がない⽅は、掛⾦を拠出しても所得控除が受けられません。

iDeCo の税制メリット①3
 iDeCoは、原則60歳になるまで資産を引き出すことができませんが、それを補う大きな

税制優遇措置があります

メリット1
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iDeCo の税制メリット①3
 所得控除の⼿続きは、「確定申告」と「年末調整」の２種類があります。

なお、いずれの⼿続きでも⼩規模企業共済等掛⾦控除として所得控除されます。

積⽴⽅法
（掛⾦の拠出⽅法） 個人払込 事業主払込

概要 加入者が個人で払い込み 加入者の給与から控除して
事業主が払い込み

引落銀⾏⼝座 本人名義口座 事業主名義口座

払込証明 ⼩規模企業共済等掛⾦払込証明書
（個人宛に発⾏）

個人型掛⾦引落結果通知書
（事業主宛に発⾏）

手続き
確定申告
または

年末調整（※）
年末調整

所得控除の種類 ⼩規模企業共済等掛⾦控除

（※）第２号被保険者の場合、⼩規模企業共済等掛⾦払込証明書を事業主に提出することにより、年末調整を⾏うことも可能です。
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【毎月2万円を拠出し、年率3％で運用した場合】

 運用利回り 3.0%（年率）
 月々の掛⾦ 2万円
 一般的な⾦融商品の場合は
 運用益に20.315%課税
 ⾦額は概算値

iDeCoで運用 129万円 279万円 655万円 1,160万円

一般的な運用 127万円 270万円 614万円 1,048万円

2万円
プラス

9万円
プラス

41万円
プラス

112万円
プラス

５年 10年 20年 30年

運用益非課税

iDeCo の税制メリット②3
メリット2

 一般的な資産運用の運用益は課税されますが、iDeCoの運用益は非課税です
 受取時まで複利で運用していきますので、期間が⻑いほど大きなメリットとなります

資産額の推移 イメージ

試算条件
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受取時も税制優遇あり

 公的年⾦等控除が適用され、他の所得と合算して総合課税の対象となります

障害給付⾦

死亡一時⾦

⽼齢給付⾦
年⾦で受け取る場合

一時⾦で受け取る場合

雑所得扱いとなりますが、公的年⾦等控除が適用されます

退職所得控除が適用されます

所得税、住⺠税は課税されません

所得税、住⺠税は課税されません。みなし相続財産として相続税の課税対象となります
（法定相続人一人当たり500万円まで非課税枠があります）

iDeCo の税制メリット③3
メリット3

 60歳到達後に受け取る際、年⾦として受け取る場合は「公的年⾦等控除」、一時⾦として
受け取る場合は「退職所得控除」という控除が受けられます

【年⾦で受け取る場合】

 退職所得控除が適用され、他の所得と分離して課税されます
【一時⾦で受け取る場合】
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iDeCoは、原則60 歳まで資産を引き出すことができません

資産の運用は加入者ご自⾝が⾏い、受け取る額は運用成績により変動します
（元本を保証する運用商品もあります）

拠出できる掛⾦には上限があります

iDeCo加入時には初回登録⼿数料がかかり、別途口座管理⼿数料がかかります

給付時には支払いごとに⼿数料がかかります

現在は凍結中ですが、特別法人税＊がかかります

同時に二つ以上のiDeCoプランに加入することはできません
（運営管理機関を途中で変更することは可能です）

課税所得がない⽅（専業主婦等）は、拠出時の所得控除を受けることができません

60歳までの通算加入者等期間が10年に満たない⽅は、最⻑で65歳からの受け取りと
なります（59歳11か月までしか拠出できません）

考慮すべき点3

通算加入者等
期間 10年以上 8年以上

10年未満
6年以上
8年未満

4年以上
6年未満

2年以上
4年未満

1ヶ月以上
2年未満

受給開始年齢 60歳から 61歳から 62歳から 63歳から 64歳から 65歳から

1
2

3

4
5
6
7

8

9

＊企業年⾦の資産に対して課税される法人税。税率は法人住⺠税と合わせて1.173%であり現在は凍結中。凍結が解除された
場合には、資産額に応じて課税される可能性があります。（確定拠出年⾦は特別法人税が課税されたことはありません。）
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年金資産の運用について4
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値上り値下り

（マイナス）リターン
（プラス）リターン

変動幅が⼩さい = リスク⼩ 変動幅が大きい = リスク大

元本

変動
⼩ 変動

大

リターンとリスク4
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運用期間

リ
タ
ー
ン

リスクの軽減（長期投資）4
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リスクの軽減（積立投資／時間分散）

ドル・コスト平均法 イメージ

⼀⼝当たりの価格

1ヵ月目
10,000円

2ヵ月目
8,500円

3ヵ月目
7,000円

4ヵ月目
13,000円

5ヵ月目
10,000円

6ヵ月目
8,000円

7ヵ月目
9,000円

8ヵ月目
12,000円

Ａ
さん

投資⾦額 5万円 5万円 5万円 5万円 5万円 5万円 5万円 5万円

取得数量 5口 5.9口 7.1口 3.8口 5口 6.3口 5.6口 4.2口

Ｂ
さん

投資⾦額 40万円

取得数量 40口

購入
⼝数

８ヵ月目
時点の
時価評価

(平均取得単価)

42.8⼝ 51.4万円
(9,334円)

40⼝ 48万円
(10,000円)

＊当事例は⼿数料等を考慮していない仮定の数値であり、また将来の投資結果を予測・保証するものではありません。

Aさん（毎月5万円ずつ投資、8か月合計40万円）とBさん（40万円を⼀度に投資）の比較

4



19

A商品

B商品

A商品 + B商品

運用期間

リ
タ
ー
ン

リスクの軽減（分散投資／資産分散）4
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「ダイワのiDeCo」のご案内5
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5 「ダイワのiDeCo」手数料
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ダイワならではの商品ラインアップ5
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ダイワならではの商品ラインアップ5
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分かりやすい動画コンテンツ5
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他にも特長！「ダイワのiDeCoサイト」5
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他の税制優遇制度との比較6
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他の税制優遇制度との比較6

iDeCo NISA つみたてNISA 個⼈年⾦保険

年間限度額 上限14.4万円
〜81.6万円 120万円 40万円 制限なし

（但し商品による）

税制
メリット

掛⾦ 全額
所得控除 ― ― 一部、

所得控除

運⽤ 運⽤益
非課税

運⽤益
非課税

（5年間）

運⽤益
非課税

（20年間） ―
受取 公的年⾦等控除

退職所得控除 ― ― 雑所得課税
一時所得課税

運⽤の
選択肢

元本
確保型 ―
リスク型 ―

途中引出し 原則60歳
まで不可

解約返戻
条件に注意
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ご注意

本資料は作成日時点における確定拠出年⾦法および関連する法令諸規則等に
基づいて作成しておりますが、今後法改正の動向等により内容に変更が⽣じる
可能性がありますのでご了承ください。

内容に関する一切の権利は大和証券にあります。事前の了承なく複製または
転送等を⾏わないようお願いします。

作成日：2017年12月

（法改正部分等につき2018年5月修正）

（運用商品追加につき2018年10月修正）

1

2


